入札公告（総合評価落札方式（簡易型Ⅱ事後確認型）入札後審査型・個別事項）
下記の委託業務について、制限付き一般競争入札（入札後審査型）を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の６及び静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則第13号。以下「規則」という。）第34条の規定により公告する。この委託業務の入札執行等については、関係法令に定めるもののほか、本公告及び入札公告（総合評価落札方式（簡易型Ⅱ事後確認型）入札後審査型・共通事項）（以下「共通事項」という。）により行うものとする。

この入札は、静岡県電子入札システムにより執行するものとし、静岡県交通基盤部土木関係総合評価落札方式による入札の事前審査登録制度（以下「事前審査登録制度」という。）を適用する入札であり、事前審査登録制度対象となっている評価項目の根拠資料は不要である。
１－１　公　告　日
令和８年10月１日
１－２　入札執行者
静岡県焼津漁港管理事務所長　原田　佳和

１－３　この入札に関する契約条項を示す場所及び事務を担当する機関（以下「契約条項を示す場所」という。）

〒425－0032　静岡県焼津市鰯ヶ島136－24
焼津漁港管理事務所管理課　電話　054－628－3126
E-mail：yaizu-kanri@pref.shizuoka.lg.jp
１－４　業務内容等
	入札番号
	焼第63313号

	業務名
	令和８年度［第３８-Ｖ２４１０-０１号］焼津漁港海岸　高潮対策胸壁工事に伴う詳細設計業務委託（焼津内港地区H1区間）

	施行箇所
	焼津市新屋地内

	業務概要等
	本業務は、焼津内港地区における津波対策として整備を計画している胸壁の詳細設計業務である。
詳細設計業務　１式（L=64.4m）

　　　　実施設計　１式、

　　　　胸壁細部設計　１式、

　　　　付帯施設設計　１式、
　電算帳票業務　Ｎ＝１件

	期　間
	契約締結の翌日から116日間

	使用する主要な資機材
	―

	落札方式
	本業務は、施行令第167条の10の２の規定に基づき、価格その他の条件をもって落札者を決定する総合評価落札方式の業務委託である。

	総合評価落札方式採用の理由
	本業務は、技術的な工夫の余地が比較的小さいが、入札者の資格、実績、成績等によって、価格の差異に比して、事業の成果に差異が生じると認められるため、総合評価落札方式（簡易型Ⅱ）を適用する。


１－５　入札に参加する者に必要な資格に関する事項

静岡県における建設関連業務委託競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて満足していることについての確認を受けた者であること。

	条　　　件
	左記の詳細

	(1)静岡県建設関連業務委託競争入札参加資格の認定業種
	土木関係建設コンサルタント業務


	(2)建設関連業務委託の競争入札参加者の総合点数
	条件としない。

	(3)入札参加資格条件における本社、営業所の所在地
	本社又は営業所が静岡県内にあること。

	(4)入札参加資格条件における同種業務の実績
	・平成28年４月１日以降に完了しているもので、国、地方公共団体又は特殊法人等が発注した、河川、海岸、港湾又は漁港における海岸保全施設（津波対策施設に限る）の基本（予備・概略）設計業務若しくは実施（詳細）設計業務の実績を有すること。
○参加資格条件における同種業務の実績を確認できる以下の書類を入札後に提出する入札参加資格確認資料（以下「資格確認資料」という。）に添付すること。

・入札公告「共通事項」２－２に記載されているもの

・当該業務の概要が記された設計図書の写し等（必要な場合）

	(5)入札参加資格条件における建設コンサルタント登録規程
	・建設コンサルタント登録規程（昭和52年4月15日建設省告示第717号）に基づく、「河川、砂防及び海岸・海洋部門」又は「港湾及び空港部門」の登録を受けていること。

○参加資格条件における登録状況を確認できる以下の書類を入札後に提出する資格確認資料に添付すること。

・入札公告「共通事項」２－２に記載されているもの

・建設コンサルタント登録規程による登録証明の写し等（必要な場合）

	(6)入札参加資格条件における、右に掲げる基準を満たす管理技術者（主任技術者）、照査技術者を当該業務に配置できること。
	〔管理技術者（主任技術者）〕

次のア、イ、ウの条件をすべて満たす者

　ア　次のいずれかの資格を有する者。なお、入札参加資格確認申請書（以下「資格確認申請書」という。）の提出期限までに技術士や国土交通省登録技術者資格又はシビルコンサルティングマネージャー（以下「ＲＣＣＭ」という。）等の登録を受けていない場合にも登録資格を有していれば申請書を提出することができるが、この場合、申請書提出時に当該資格の登録申請書の写しを提出するものとし、当該業者が入札に参加する為には資格確認通知の日までに登録証の写しを提出しなければならない。

　（ア）　技術士〔建設部門「河川、砂防及び海岸・海洋」又は「港湾及び空港」若しくは総合技術監理部門「建設-河川、砂防及び海岸・海洋」又は「建設-港湾及び空港」〕の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。
　（イ）　ＲＣＣＭ〔「河川、砂防及び海岸・海洋部門」又は「港湾及び空港部門」〕の資格を有し登録している者。

イ　平成28年４月１日以降に完了し引渡しが済んでいるもので、１－５（4）の業務と同種の業務の経験を有する者
ウ　入札執行日以前に３か月以上の雇用関係があること

〔照査技術者〕

次のア、イ、ウの条件をすべて満たす者で、管理技術者（主任技術者）とは別の者

　ア　次のいずれかの資格を有する者。なお、資格確認申請書の提出期限までに技術士又はＲＣＣＭ等の登録を受けていない場合にも登録資格を有していれば申請書を提出することができるが、この場合、申請書提出時に当該資格の登録申請書の写しを提出するものとし、当該業者が入札に参加する為には資格確認通知の日までに登録証の写しを提出しなければならない。

　（ア）　技術士〔建設部門「河川、砂防及び海岸・海洋」又は「港湾及び空港」若しくは総合技術監理部門「建設-河川、砂防及び海岸・海洋」又は「建設-港湾及び空港」〕の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。

　（イ）　ＲＣＣＭ〔「河川、砂防及び海岸・海洋部門」又は「港湾及び空港部門」〕の資格を有し登録している者。

イ　平成28年４月１日以降に完了し引渡しが済んでいるものでに、１－５（4）の業務と同種の業務の経験を有する者

ウ　入札執行日以前に３か月以上の雇用関係があること

○参加資格条件における技術者の資格、同種業務の経験、雇用関係を確認できる以下の書類を入札後に提出する資格確認資料に添付すること。

・入札公告「共通事項」２－２に記載されているもの

・資格を証明する書面の写し（必要な場合）

・当該業務の概要が記された設計図書の写し等（必要な場合）

・自社との雇用関係を証する書面（必要な場合）

	(7)その他の条件
	入札公告「共通事項」２－１に記載のとおり


１－６　技術資料

	(1)提出方法
	入札前に提出する技術資料は、１－８の入札日程に記載する資格確認申請書と同様とする。

入札後に提出する技術資料は、資格確認資料と同様とする。

	(2)提出期間
	入札前に提出する技術資料は、資格確認申請書と同様とする。

入札後に提出する技術資料は、資格確認資料と同様とする。

	(3)技術資料の内容
	ア　入札前に提出する技術資料は以下のとおりとする。また、以下に記した様式とは別に様式４号及び様式５号の根拠となる添付書類（以下、「根拠書類」という。）については、開札の結果、落札候補者になった者のみが提出する。ただし、技術資料に添付する根拠書類のうち、資格確認資料の添付資料と同一のものは省略できる。

（ア）　技術資料（表紙）（様式１号）

（イ）　評価点確認申請書（様式２号）

（ウ）　予定技術者の経歴（様式４号）

（エ）　企業の能力等（様式５号）

イ　技術資料の作成上の注意事項

【評価点確認申請書】（様式２号）

ａ　様式の記載について

・評価項目のうち、「予定技術者の経験及び能力」及び｢企業の能力等｣について、評価項目の各様式に基づいた評価点を申請する。ただし、事前審査登録制度の対象となるものは、事前審査登録制度に登録された内容で評価するので、記載及び根拠書類を添付する必要はない。なお、様式２号の申請点に誤りがあった場合は、評価項目の各様式に記載されている内容や根拠書類に関係なく、本来の評価より自己申請が低い場合は修正を行わず、自己申請が高い場合のみ本来の評価に下方修正する。
【予定技術者の経歴】（様式４号）

ａ　様式の記載について

・配置を予定する管理技術者（主任技術者）の氏名等を記載する。また、実際の業務実施にあたって技術資料に記載した配置予定の管理技術者（主任技術者）を変更できるのは、病気、死亡、退職等に限る。

・評価項目における同種又は類似業務経歴は、配置予定技術者が管理技術者（主任技術者）又は担当技術者（業務代理人又は担当技術者）として従事した、平成28年４月１日から技術資料提出日までに完了した業務における経験を記載する。

・次に示す評価項目における業務経験がある場合は、様式４号に記載すること。

同種業務

国、地方公共団体又は特殊法人等が発注した、海岸、港湾又は漁港における施工計画を伴う胸壁（津波対策施設に限る）の基本（予備・概略）設計業務若しくは実施（詳細）設計業務
類似業務

国、地方公共団体又は特殊法人等が発注した、海岸、港湾又は漁港における胸壁（津波対策施設に限る）の基本（予備・概略）設計業務若しくは実施（詳細）設計業務
・CPD（CPDS）の評価対象は建設系CPD協議会加盟団体のうち、下表の18団体とし、各団体設定の１年間の推奨単位以上の単位取得がある場合に加点評価する。

・これらの中から該当する継続教育（１団体）について記載する。

団体名

年間推奨単位
ＣＰＤ単位/年

（公社）空気調和・衛生工学会

50

（一財）建設業振興基金

12

（一社）建設コンサルタンツ協会

50

（一社）交通工学研究会

50

（公社）地盤工学会

50
（一社）全国測量設計業協会連合会

20

（公社）全国上下水道コンサルタント協会

50

（一社）全国土木施工管理技士会連合会

20

（一社）全日本建設技術協会

25

（公社）土木学会

50

（一社）日本環境アセスメント協会

50

（公社）日本技術士会

50

（公社）日本造園学会

50

（公社）日本都市計画学会

50

（公社）農業農村工学会

50

（公社）日本建築士会連合会

12

（公社）森林・自然環境技術者教育研究センター

20

土質・地質技術者生涯学習協議会

50

・当該地域の業務実績は、配置予定技術者が管理技術者（主任技術者）又は担当技術者（業務代理人又は担当技術者）として従事した、令和３年４月１日から技術資料提出日までに完了した業務における経験を記載する。

・配置予定技術者の手持ち業務は、公告日において、完了していない契約済みの契約金額500万円（税込）以上の他の業務（本県以外の発注者のものも含む）で管理技術者（主任技術者）又は担当技術者（業務代理人又は担当技術者）として従事している（従事予定含む）すべての件数を記載すること。ただし、合計手持ち業務件数が５件以上の場合は、業務名等の記載は不要とする。

ｂ　根拠書類について

・評価項目における評価基準に該当していることが確認できる配置予定の管理技術者（主任技術者）の保有資格の資格証の写しを添付すること。

・記載した業務が、評価項目における評価基準に該当していることが確認できる資料（契約書の写し及び業務計画書又は報告書の該当部分の写しなど。）を添付すること。ただし、当該業務が平成28年４月１日以降に完了した業務で、一般財団法人日本建設情報総合センターの測量調査設計業務実績情報サービス（TECRIS）に登録されており、技術資料提出時にその内容により実績の内容が確認できる場合には、様式にTECRIS登録番号を記載することで、資料の提出に代えることができる。

・ＣＰＤの取組状況が、推奨（目標）単位以上取得している場合には、各団体が発行する取得単位の証明書の写しを添付すること。（推奨単位未満の場合は不要）証明書の単位取得期間については、令和６年４月１日から令和８年３月31日までのうち、任意の１年間とする。取得単位が年度で証明される団体においては、令和６年度又は令和７年度とする。なお、下記のいずれかに該当する場合は評価の対象とならないので注意すること。

・取得単位が１年間の推奨単位未満

・証明書の単位取得期間が１年間を超える場合や、1年間に満たない場合

・証明書の単位取得期間が１年間であっても令和６年４月１日より前の日を含む場合

・証明書の単位取得期間が１年間であっても令和８年３月31日を超える日を含む場合

・取得単位が年度で証明される団体で、令和５年度又は令和８年度の証明の場合

【企業の能力等】（様式５号）

ａ　様式の記載について

・企業の地理的条件とは、本社又は営業所等（静岡県建設関連業務委託に係る入札参加者名簿に登録されている）の所在地を記載する。

ｂ　根拠書類について

・評価項目の評価基準における評価対象地域に本社、委任先営業所等がある場合は、証明する書類（登記簿謄本等の必要な部分）を提出すること。


１－７　総合評価に関する事項

（1）入札の評価に関する基準

各評価項目について下記の評価基準に基づき加点するものとする。

ア　技術評価

（ア）予定技術者の経験及び能力（18点）

	
	
	評価項目
	配点（16点）
【注１】

	
	
	評価対象
期間
	評価基準
	管理技術者（主任技術者）

	予定技術者の経験及び能力
	資格要件
	技術者資格
	制限なし
	技術者資格を下記の順位で評価する。

1  技術士（次の部門・選択科目に限る）

    　建設部門「河川、砂防及び海岸・海洋」又は「港湾及び空港」若しくは総合技術監理部門「建設-河川、砂防及び海岸・海洋」又は「建設-港湾及び空港」
2 ＲＣＣＭ（次の部門に限る）
「河川、砂防及び海岸・海洋部門」又は「港湾及び空港部門」
③ 上記以外
	①4点

②2点

③0点

	
	業務経験等
	業務経験
	平成28年４月１日から技術資料提出日まで
	同種又は類似業務(※１)の経験を下記の順位で評価する。

① 【同種】国、地方公共団体又は特殊法人等が発注した、海岸、港湾又は漁港における施工計画を伴う胸壁（津波対策施設に限る）の基本（予備・概略）設計業務若しくは実施（詳細）設計業務の経験を有すること。
② 【類似】国、地方公共団体又は特殊法人等が発注した、海岸、港湾又は漁港における胸壁（津波対策施設に限る）の基本（予備・概略）設計業務若しくは実施（詳細）設計業務の経験を有すること。
③ 上記以外
	①4点

②2点

③0点

	
	
	ＣＰＤ（ＣＰＤＳ）
	令和６年度から令和７年度までのうち、任意の１年間
	建設系ＣＰＤ協議会加盟団体のうち、推奨（目標）単位を設定している団体の認定するＣＰＤ（ＣＰＤＳ）の実績(※２)について下記の順位で評価する。

① １か年のＣＰＤ（ＣＰＤＳ）が推奨（目標）単位以上

② 上記以外
	①2点

②0点

	
	情報収集力
	当該地域の業務経験
	令和３年４月１日から技術資料提出日まで
	業務経験(※３)の有無について下記の順位で評価する。

①島田土木事務所管内の港湾又は漁港における業務経験あり

②静岡県内の港湾又は漁港における業務経験あり
③上記以外
	①2点

②1点

③0点

	
	専任性
	手持ち業務量
	公告日
	契約金額500万円以上の業務で管理技術者又は担当技術者（主任技術者又は業務代理人又は担当技術者）として従事しているすべての手持ち業務件数(※４)について下記の順位で評価する。

① 手持ち業務の件数が０～１件

② 手持ち業務の件数が２件

③ 手持ち業務の件数が３～４件

④ 上記以外
	①4点

②4点

③2点

④0点

	
	
	
	
	
	1 


	※１　配置予定技術者の同種又は類似業務経験は、管理技術者又は担当技術者（主任技術者又は業務代理人又は担当技術者）として従事した、平成28年４月１日から技術資料提出日までに完了している業務を対象とする。また、設計共同体による業務経験の場合は、分担業務の経験を業務経験として認め、分担業務内容が分かる協定書の写しの提出を求め確認する。

	

	※２　配置予定技術者のＣＰＤの実績は、令和６年４月１日から令和８年３月31日までのうち、任意の1年間において、建設系ＣＰＤ協議会の各構成団体設定の１年間の推奨（目標）単位以上の単位取得がある場合を評価する。
　単位取得は建設系ＣＰＤ協議会の各構成団体が発行する証明書の写しの提出を求め確認する。なお、証明書の単位取得期間が１年間を超える場合や１年間に満たない場合は評価の対象としない。

	

	

	

	※３　配置予定技術者の当該地域における業務経験は、国、地方公共団体又は特殊法人等が発注した建設関連業務において管理技術者又は担当技術者（主任技術者又は業務代理人又は担当技術者）として従事し、令和３年４月１日から技術資料提出日までに完了している業務を対象とする。また、設計共同体による業務経験についても評価対象とする。

	※４　配置予定技術者の手持ち業務量は、公告日において、完了していない契約済みの契約金額500万円以上の他の業務（本県以外の発注者のものを含む）で管理技術者又は担当技術者（地質調査業務は主任技術者又は業務代理人又は担当技術者）として従事している（従事予定を含む）全ての件数とする。ただし、合計手持ち業務件数が５件以上の場合は、業務名等の記載は不要とする。また、設計共同体による業務量についても各構成員の業務量とする。

	


【注1】 予定技術者の経験及び能力に関する評価点については、配点合計である16点を18点に換算する。
（予定技術者の経験及び能力に関する評価点＝技術得点×18/16）
（イ）企業の能力等（7点）

	
	
	
	
	評価項目
	配点（8点）

【注2】

	
	
	
	評価対象
期間
	評価基準
	

	企業の能力等
	確実性
	業務成績
	令和５年度
から
令和７年度
	当該業務の発注業種と同業種の業務成績の平均点(※５)を下記の順位で評価する。

① 81点以上
② 80点以上81点未満
③ 80点未満
	①　3点

②1.5点

③　0点

	
	
	優良業務委託表彰
	令和６年度
又は
令和７年度
	過去２か年度の当該業務の発注業種と同業種の優良業務委託表彰の実績(※６)を下記の順位で評価する。

① 知事表彰の実績あり
② 部長表彰の実績あり

③ 所属長表彰の実績あり

④ 上記以外
	①1.5点
②　1点

③0.5点

④　0点

	
	
	ＩＳＯの取組
	令和８年３月31日時点
	品質管理・環境マネジメントシステムの取得状況(※７)を下記の順位で評価する。

① ISO9001若しくはISO14001の認証を取得済み

② 上記以外
	①　1点

②　0点

	
	地域貢献等
	地理的条件
	制限なし
	本社又は営業所等（静岡県建設関連業務委託に係る入札参加資格者名簿に登録されている）の有無を下記の順位で評価する。

① 静岡県内に本社又は営業所等を有する。

② 上記以外
	①　1点

②　0点

	
	
	災害協定
	（活動実績）
令和３年度
から
令和７年度
（災害協定）
令和８年３月31日時点
	静岡県との災害協定に基づく活動実績及び災害協定(※８)の有無を下記の順位で評価する。

① 災害協定に基づく活動実績あり

② 災害協定の締結あり

③ 上記以外
	①　1点

②0.5点

③　0点

	
	
	地域貢献活動
	令和７年度
	静岡県内における地域貢献活動の有無を下記の順位で評価する。

① 企業の活動実績あり（※９）及び協働活動の支援実績あり（※10）

② 企業の活動実績あり（※９）又は協働活動の支援実績あり（※10）

③ 上記以外
	①　1点

②0.5点
③　0点

	
	
	雇用実績
	令和７年度
	新規雇用実績(※12)の有無を下記の順位で評価する。

① 雇用実績あり

② 上記以外
	①0.5点

②　0点


	※５　企業の業務成績は、建設事務総合システム（静岡県交通基盤部、経営管理部、くらし・環境部、ス
ポーツ・文化観光部、経済産業部、企業局の発注業務）に登録された過去３か年度（令和５年度から令和７年度に完了した当初契約金額100万円以上の業務）の平均点（当該業務の発注業種と同業種【建設コンサルタント・地質調査】）で評価する。また、発注業種と同業種の成績評定点がない入札参加者については加点しない。

	

	

	※６　優良業務委託表彰は、令和６年度又は令和７年度の表彰（表彰対象業務はそれぞれ前年度完了業務）における、静岡県交通基盤部又は経済産業部が行う委託表彰６部門のうち、表彰された業務と発注業務が同業種（建設コンサルタント、地質調査）の場合に限り、加点評価の対象とする。また、設計共同体による表彰の実績は代表者及び構成員共に評価の対象とする。

	※７　企業のＩＳＯの取組状況は、令和８年３月31日までに品質管理・環境マネジメントシステムの認証取得がある場合（有効期間内のもの）に評価する。

	

	※８　「災害協定の締結あり」とは、静岡県知事部局（危機管理部、経営管理部、くらし・環境部、スポーツ・文化観光部、健康福祉部、経済産業部、交通基盤部）との協定を対象（企業局、がんセンター局、教育委員会、警察本部との協定は対象外）とし、令和８年３月31日時点で協定を締結しているものとする。企業の災害協定における活動実績は、令和３年度から令和７年度とし、災害協定の締結がある場合に、静岡県（土木事務所、農林事務所及び港湾・漁港関係事務所（局））が災害協定による業務実施要請を行い、令和７年度までに完成、引き渡しが完了した活動実績（建設関連業務）を評価する。

	

	

	※９【企業の活動実績】令和７年度に実施した実績を評価対象とする。
静岡県内の公共土木施設（※11）の美化活動や環境保全活動で、企業が自発的に行う活動や企業が所属する協会等が主催する活動への活動実績を評価する。
静岡県との協働による公共土木施設（※11）の維持管理等に関する活動（リバーフレンドシップ制度、しずおかアダプトロードプログラム、砂防サポートプログラム、ポート・サポーター制度、維持管理活動等）の活動実績を評価対象とし、一社一村しずおか運動による活動への活動実績についても評価対象とする。
［根拠書類］
①行政機関若しくは町内会長の記名等に証明書、感謝状、新聞記事、地域情報誌等。なお、新聞記事や地域情報誌は実施時期、実施内容及び会社名が証明できるものとする。
企業が所属する協会等主催の活動は、協会員として企業が参加したことが証明できる資料

	

	

	

	※10【協働活動の支援実績】令和７年度に実施した実績を評価対象とする。

静岡県との協働による公共土木施設（※11）の維持管理活動等に関する活動（リバーフレンドシップ制度、しずおかアダプトロードプログラム、砂防サポートプログラム、ポート・サポーター制度、維持管理活動等）について、静岡県と同意書や協定書を締結している特定非営利活動促進法第10条の認証を受けたNPO（以下「NPO法人」という。）に所属する社員に対し、この活動への参加を認めるなどした企業の実績を評価対象とし、NPO法人と県が交わした同意書や協定書等の内容と活動報告書等の活動内容が合致している活動の場合に評価する。
［根拠書類］
①社員であること（雇用関係）が証明できる資料
②上記社員がNPO法人の構成員であることが証明できる資料
③NPO法人と県が交わした同意書や協定書等
④上記社員がNPO法人の構成員として協働の取組に参加したことが確認できる資料（NPO法人作成の活動報告書（写）（NPO法人代表者の記名等が必要）、感謝状、新聞記事、地域情報誌等）で実施時期、実施内容及び社員名が証明できるものとする。
上記①～④の根拠書類のすべてが必要

	※11　公共土木施設
　　　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令第１条に規定する河川・海岸・砂防施設・林地荒廃防止施設・地すべり防止施設・急傾斜地崩壊防止施設・道路・港湾・漁港・下水道・公園

	※12　評価の対象となる「雇用実績」とは、令和７年度の雇用とする。

雇用実績は、県内居住者（雇用後に県内居住者となったものを含む）を新規雇用し、静岡県交通基盤部土木関係総合評価落札方式による入札の事前審査登録実施要領に基づく申請書提出日まで継続雇用され、以降も継続雇用の見込みがある場合を評価する。


【注2】企業の能力等に関する評価点については、配点合計である8点を７点に換算する。

　　　　　　（企業の能力等に関する評価点＝技術得点×７/8）

イ　価格評価

	
	
	評価項目
	価格評価点

	
	
	評価基準
	

	入札価格
	経済性
	入札価格に消費税に相当する額を加算した金額≧評価上限価格
	（１－入札価格に消費税に相当する額を加算した金額／予定価格）× 技術評価配点合計(25点) ×１

	
	
	入札価格に消費税に相当する額を加算した金額＜評価上限価格
	（１－評価上限価格／予定価格）

× 技術評価配点合計(25点) ×１


　　　※評価上限価格の算出方法は（３）に示す。

（2）落札者の決定方法

ア　入札参加者は、価格及び技術資料をもって入札し、次の（ア）、（イ）の要件に該当する者のうち技術評価点と価格評価点の合計（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とする。（評価値は、小数点以下１位止め（２位を四捨五入）とする。このとき、同じ評価値がある場合は、評価値に差が生じるまで小数点以下の位止めを増やすこととする。）

ただし、落札候補者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは（ア）、（イ）の要件に該当する入札をした他の者のうち評価値の最も高い者を落札候補者とすることがある。

（ア）入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。

（イ）入札に係る技術等が、本公告において明らかにした要件のうち、発注者の求める最低限の要求をすべて満たしていること。

イ　価格評価については、（3）に示す方法で算出した評価上限価格における評価を上限とする。

ウ　上記アにおいて、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札候補者を決定する。

エ　評価値の最も高い者が、落札者となることを辞退した場合、又は低入札価格調査により落札者として決定されなかった場合には、アの（ア）、（イ）の要件に該当する入札をした他の者のうち評価値の最も高い者（以下、「次順位者」という。）を落札候補者として決定する。なお、次順位者が２者以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札候補者を決定する。

オ　入札後に落札候補者から提出された資格確認資料により、参加資格要件の詳細な確認を行う。その結果、参加資格要件を満たしていると確認した場合は、当該落札候補者を落札者として決定する。参加資格要件を満たしていないと確認した場合は、次順位者を落札候補者とし、資格確認資料の提出を求める。なお、落札者が決定するまで順次同様の手続きを行うものとする。

カ　入札後に落札候補者から提出された技術資料の根拠書類により、評価項目の詳細な確認を行う。その結果、評価項目の要件を満たしていると確認した場合は、当該落札候補者を落札者として決定する。評価項目の要件を満たしていないと確認した場合は、次順位者を落札候補者とし、技術資料の根拠書類の提出を求めることがある。なお、落札者が決定するまで順次同様の手続きを行うものとする。

（3）評価上限価格

評価上限価格は、「静岡県建設関連業務委託に係る低入札価格調査制度要領」第３条第２項及び第３項に規定する調査基準価格の算定方法を準用して算定する。

１－８　入札日程

	入札前の資格確認申請書
	公告の日の翌日から令和８年10月14日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）

＜電子入札システムの場合＞

午前９時から午後５時まで

＜持参の場合＞

午前９時から午後５時まで（資格確認申請書は、各２部（正本１部、副本１部）及び長３号封筒（簡易書留料金を含む切手460円貼付）を併せて契約条項を示す場所に持参）

＊提出資料については、入札公告「共通事項」参照
	入札公告「共通事項」２－２

	入札参加資格の確認通知
	令和８年10月16日（金）までに電子入札システムにより通知する（持参の場合は郵送により通知する）
	

	入札前の参加資格確認で入札参加資格がないと認められた者の請求期限
	通知を受けた日から令和８年10月21日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）

＜電子入札システムの場合＞

午前９時から午後５時まで

＊電子入札システムの場合は、送信後に焼津漁港管理事務所（TEL054-628-3126）まで電話連絡を行うこと。

＜持参の場合＞

午前９時から午後５時まで（契約条項を示す場所）
	入札公告「共通事項」２－４

	上記の回答期限
	令和８年10月26日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）
	入札公告「共通事項」２－４

	設計書及び図面（以下「設計図書等」という。）の交付
	公告の日から令和８年10月28日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）

「１－７　設計図書等の交付方法」のとおり
	入札公告「共通事項」２－３

	図面の縦覧（貸出）期間
	公告の日から令和８年10月27日(火）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）の午前９時から午後５時まで
	入札公告「共通事項」２－３

	設計図書等に対する質問受付期間


	公告の日から令和８年10月19日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）
＜電子入札システムの場合＞

期間内の午前９時から午後５時まで

＜持参の場合＞

期間内の午前９時から午後５時まで
	入札公告「共通事項」２－３

	上記の回答書縦覧等の期間
	令和８年10月23日（金）から令和８年10月27日（火）まで
	入札公告「共通事項」２－３

	入札書等受付期間
入札書等の提出
	＜電子入札システムの場合＞

令和８年10月27日（火）から令和８年10月28日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）
期間内の午前９時から午後５時まで、ただし最終日は午後４時まで

＜持参の場合＞

開札日時に契約条項を示す場所に入札書、委任状（代理
人の場合）、入札参加資格確認通知書を提出すること。
	入札公告「共通事項」２－５

	開札日時
	令和８年10月29日（木）午前10時
	入札公告「共通事項」２－６

	入札後に行う資格確認資料の提出
	開札の日から令和８年11月２日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）（次順位者以降の者の期日は別途指示する。）
＜電子入札システムの場合＞

午前９時から午後５時まで

＊電子入札システムの場合は、送信後に焼津漁港管理事務所（TEL054-628-3126）まで電話連絡を行うこと。

＜持参の場合＞

午前９時から午後５時まで（契約条項を示す場所）
	入札公告「共通事項」２－２

	入札後の参加資格確認で資格がないと認められた者の請求期限
	通知を受けた日から令和８年11月６日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）（次順位者以降の者の期日は別途指示する。）

午前９時から午後５時まで（契約条項を示す場所に提出すること。）
	入札公告「共通事項」２－４

	上記の回答期限
	令和８年11月11日（水）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）
	入札公告「共通事項」２－４


※紙による申請等は発注機関の承認が必要

１－９　設計図書等の交付方法

	①　設計図書等の交付

・原則　PPIにより交付する。

②　設計図書等の縦覧・貸出

・契約条項を示す場所で縦覧・貸出を行う。


１－10　設計図書等に関する質問に対する回答

	電子入札システムに回答を掲載する。

＜縦覧の場合＞

・契約条項を示す場所で縦覧を行う。


１－11　その他

	低入札価格調査制度による調査基準価格の設定
	有

	前払金
	業務委託料の３割以内を前払いする。

	契約書作成
	要

	業務工程表の提出
	要

	業務代理人及び技術者の氏名の通知
	書面


